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１．はじめに

（ ） 、高エネルギー加速器研究機構 高エネ研 では

、 、高エネルギー陽子加速器の運転に伴い 電磁石

ビームダンプ、シールドコンクリート等の加速

器構築物が放射化するだけでなく、ビームライ

ントンネル内空気中や電磁石等の冷却水中に、

一次あるいは二次粒子（主として中性子）によ

る核破砕反応、熱中性子捕獲反応等により種々

。 、の放射性核種が生成する 中でもトリチウムは

主として核破砕反応で生成するが、高速中性子

による生成断面積が大きく、また全ての安定同

位体から生成するため、その生成量は長半減期

核種の中では最も多い。

放射化した電磁石、ビームダンプ、シールド

コンクリート等の加速器構築物は、管理区域か

ら持ち出されることはなく、従って加速器構築

物中に生成した放射性核種が、環境中に放出さ

れることはほとんどない。一方放射化した空気

、 、 、や冷却水は 短半減期核種消滅後 フィルター

イオン交換樹脂等で生成した長半減期核種を除

去し、トンネル内空気は大気中に放出され、ま

た冷却水は他の排水で希釈され 排水として公RI
共下水道に放流される。しかしトリチウムは、

空気中ではＨＴＯ又はＨＴ、冷却水中ではＨＴ

Ｏとして存在するため、フィルターやイオン交

換樹脂では除去することができず、法及び本機

（ ）構の管理基準値 排水については法の１／２０

以下ではあるが環境中に放出される。

陽子加速器建屋においては、ビームラインの

シールド及び床コンクリートが放射化するだけ

でなく、床下土壌もわずかに放射化し、生成し

た放射性核種の一部は地下水中へ溶出すると考

えられる。特にトリチウムは、土壌中に生成し

地下水中へ溶出するだけでなく、床下に滞留す

る地下水中にも酸素と高速中性子の核破砕反応

により直接生成し、その化学形がＨＴＯである

ため、地下水とともに移動し、管理区域外へ流

失することも考えられる。

このため高エネ研では、２０年以上にわたり

、 、高エネ研一般区域及び周辺地域の湖水 河川水

地下水中の放射能濃度、特にトリチウム濃度を

測定し、周辺の環境汚染がないことを確認して

いる。

また１９９９年から昨年まで運転されていた

、ニュートリノビームラインの建設にあたっては

文部科学省よりビームライン周辺の土壌及び地

、下水の放射化に対する安全評価が求められたが

当時世界的にも評価法がないため、高エネ研放

射線科学センターで評価法を構築し安全性につ

いて評価した。

高エネルギー陽子加速器における放射化の機

構、放射化の評価方法、環境への影響等につい

て高エネルギー加速器研究機構陽子加速器施設

における現状とＪーＰＡＲＣでの取り組みにつ

いて講義する。

２．陽子加速器施設における

放射化の機構

原子炉施設における放射化は、主に熱中性子捕

、獲反応による中性子過剰核の生成に起因するが

加速器施設の場合放射化の機構は、加速粒子の

種類やエネルギーに依存し複雑である。加速エ

ネルギーが１００ＭｅＶ以上の加速器における

放射化は、一次ビームと二次放射線によるもの

がある。二次放射線の発生機構として、陽子等

のハドロン加速器ではハドロンカスケード、電

子加速器では電磁カスケードが挙げられる。以

下陽子加速器におけるハドロンカスケードにつ

いて説明する。

陽子加速器の場合、加速エネルギーが、数

ＭｅＶを超えると、標的となる原子核と入射陽

子とで形成される複合核を経た粒子放出反応に

より放射性核種が生成される。加速エネルギー

がさらに高く１００ＭｅＶ以上になると、粒子

のドブロイ波長が原子核の核子間距離に匹敵す

るようになり核破砕反応が起こりはじめる。核



破砕反応では、まず加速粒子の入射によって起

こる原子核内のハドロンカスケード（核内カス

） 。 、ケード により多粒子放出が起こる 引き続き

十分に高い励起エネルギーを持つ残留核から粒

子の蒸発が起こり、同時に、軽核を放出する断

、 。片反応や 重核の場合は核分裂反応も進行する

核内カスケードにより放出された高エネルギー

核子は、さらに他の原子核と衝突しカスケード

を起こす 核外カスケード 。その結果、加速粒子( )
と標的核とで形成される複合核から Ｈに至るす

３

べての質量数の放射性核種が生成される 。
１）

高エネルギー荷電粒子の飛程は、例えば１２

、ＧｅＶ陽子の場合でも金属中で数十ｃｍのため

一次及び二次荷電粒子による放射化はビームラ

インに沿った領域でしか起こらない。しかし、

一次ビームは収束され線束が大きいため、ビー

ムライン構成機器である電磁石等の放射能濃度

は非常に高く、表面の線量率も高くなる。なお

電子加速器において放射化を引き起こす、電磁

カスケードによる光核反応は広い領域にわたっ

て起こるため、放射化物中の放射能濃度は荷電

粒子による場合に比べ小さく、同一出力の粒子

加速器と比べると１/１００程度かあるいはそれ

以下である。

一方加速器周辺機器、遮蔽壁や床、空気等の

放射化は、主としてハドロンカスケードで発生

する二次粒子によって引き起こされる。中でも

中性子は、物質との相互作用が小さく透過力が

大きいため、広い範囲にわたって放射化を引き

、 、起こすが 一次ビームに比べ線束が小さいため

放射能濃度は一次粒子による放射化に比べ低く

なる。

二次中性子のエネルギーと収率は、それぞれ

加速エネルギーとビーム損失に比例するため、

高エネルギー、大強度加速器になるほど中性子

による放射化が重要になる。

３．加速器構成機器の放射化

イオン源からビームダンプまでビーム損失する

ことなく加速器を運転することができれば、実

験用標的及びビームダンプ周辺以外の加速器構

成機器は放射化しない。しかしながら現実的に

そのような運転は不可能であり、高エネ研のニ

ュートリノビームラインの場合１２ＧｅＶ陽子

加速器からの取り出しも含めると約２０％の一

次陽子ビームが失われる。図１に運転停止２週

間後のＥＰ１ビームライン室の電磁石等の表面

線量率を、放射化検出器による運転中の中性子

フルエンスの測定結果と共に示す。 Ａｕの放
１９８

６
射能濃度は、熱中性子フルエンスを表し、１０

Ｂｑ／ｇ＝３×１０ ｎｃｍ 、また Ｎａの放
６ ２ ２４/

３
射能濃度は、速中性子フルエンスを表し、１０

Ｂｑ／ｇ＝１０ ｎｃｍ である。二次粒子発生
６ ２/

、用標的はもちろんのこと各電磁石も放射化され

、表面線量率がｍＳｖ／ｈのオーダーであるのは

一次ビームのビーム損失により放射化されるた

めである。

電磁石が、１０ｍＳｖ／ｈを超えて放射化さ

れると、運転停止時にビームラインに立ち入っ

ての作業は不可能となる。従ってＪ－ＰＡＲＣ

ではビーム出力は高エネ研陽子加速器の１００

倍を超えるが、加速器のビーム損失は、高エネ

研の加速器と同程度に押さえるよう設計されて

。 、いる しかしながら固体標的でのビーム損失は

ビーム出力に比例するため、高エネ研陽子加速

器の１００倍以上になり、当然周辺の線量率も

１００倍以上になる。従って高放射化が起こる

標的等のメンテナンスは、遠隔操作で行う等被

ばく低減化を考えた構造となっている。

図２にＥＰ１ビームライン室で最も放射化す

る電磁石の一つである電磁石Ｑ１２及び電磁石

ＢＳ１の表面線量率の減衰の様子を示す。運転

停止１．５時間後に比べ表面線量率は、約２日

で１／２、約１週間で１／４に減衰するが、１

／８にまで減衰するには約１ヶ月の期間が必要



となる。電磁石中に生成する放射性核種は様々

であり、時間が経つほど長半減期核種の割合が

増え、線量率の減衰に時間を要する。運転停止

時のメンテナンスは、これらのことも考慮し計

画する必要がある。

４．高エネルギー陽子加速器

トンネル内空気の放射化

高エネルギー陽子加速器の運転に伴い、一次あ

るいは二次粒子により加速器室内の空気中には

様々な放射性核種が生成される 。これらは
２－４）

。放射性エアロゾルあるいはガスとして存在する

放射性核種の発生源として、( )空気中の原子か1
ら生成されるものと、( )二次粒子生成用標的も2
含め加速器構成機器から発生するものに分けら

れる。空気中の原子を起源とするものについて

は、Ｎ、Ｏ、Ａｒの核破砕反応、熱中性子捕獲

（ ． ）、反応等により生成する Ｈ 半減期１２ ３年
３

Ｂｅ（半減期５３日 、 Ｃ（半減期２０分 、
７ １１

） ）

Ｎ（半減期１０分 、 Ｏ（半減期２分 、
１３ １５

） ）

Ａｒ（半減期１．８時間）等があり、また加
４１

速器構成機器を起源とするものとしは、Ｍｎ、

Ｃｏの同位体をはじめとする金属元素の放射性

核種が主でありこれらはエアロゾルとして存在

し、排気の際にはフィルターで除去される。こ

れら放射性核種の濃度は、空気を起源とするも

のの方が高い。空気から生成した短半減期核種

は、ガスとして存在するがトンネル内で崩壊す

、 、るか あるいは一部放出されても大気中で拡散

崩壊するため環境中へ与える影響は小さいとい

える。また長半減期核種の内 Ｂｅは、放射性エ
７

アロゾルとなって存在するため、排気の際はフ

ィルターで除去されるが、トリチウムは、ＨＴ

Ｏ及びＨＴの化学形で存在するためフィルター

で除去されず、大気中へ放出される。

表１に、化学形別に捕集、測定した高エネ研

１２ＧｅＶ陽子加速器施設ＥＰ１及びＥＰ２ビ

ームライン室内空気中トリチウム濃度を、高エ

ネ研の環境大気中の濃度と合わせて示す。環境

大気中のトリチウム濃度は、ＨＴＯ、ＨＴ、

ＣＴＨ とも日本の環境大気の値としては、平均３

的な値である。ＨＴＯとＨＴを合算したトリチ

ウム濃度を比べると、ＥＰ１及びＥＰ２トンネ

ル内空気とも、環境大気に比べ１０ 倍以上高い
３

値を示している。ところが、化学形別に比べる

と、ＨＴＯ濃度は、ＥＰ１トンネル、ＥＰ２ト

ンネルとも大差はないが、ＨＴ濃度は、ＥＰ１

トンネル空気中の方がＥＰ２トンネル内空気中

に比べ１０倍以上高い。ＨＴＯ濃度とＨＴ濃度

の比をとると、環境大気が、ＨＴＯ／ＨＴ＝２

であるのに対し、ＥＰ１トンネル内空気中の比

は、１．３と環境大気とほぼ同じであるが、Ｅ

Ｐ２トンネル空気中の比は約５０と非常に大き

く、ほとんどがＨＴＯとして存在しており、大

気圏内核爆発実験が行われる以前の大気中トリ

チウムの比とほぼ同じである。運転中の排気形

態及び採取場所の関係で、ＥＰ２トンネル内空

気中のトリチウム濃度の比は、生成直後の値を

反映しているが、ＥＰ１空気中のトリチウム濃

度の比は、生成後数日後の値となっている。ま

たビーム強度等からはＥＰ１トンネル空気中の

トリチウム濃度の方がＥＰ２に比べ約１０倍高

いと予想される。このことより、加速器トンネ

ル内で生成したトリチウムは、生成直後は、大

部分がＨＴＯの化学形で存在しているが、時間

とともに壁等に付着し、ＨＴＯ濃度が減少し、

ＨＴＯ／ＨＴの比が１に近づいていくと考えら

れる。トンネル内空気中トリチウム濃度から、

他の加速器も含めた高エネ研全体のトリチウム

排出量は、年間約３００ＭＢｑと評価される。

Ｊ－ＰＡＲＣの放射線安全設計においては、

モンテカルロシミュレーションコードによる評

価と並行し、高エネ研陽子加速器施設での測定

値を用いたスケーリングによりトンネル内空気

中放射性同位元素濃度を評価している。また加

速器運転中トンネル内空気は、高放射線場にさ

らされるため、オゾンやＮＯｘが生成し 、電
５）

磁石等の腐食の原因となる。高エネ研陽子加速



器程度の出力だと総大きな問題ではないが、Ｊ

－ＰＡＲＣでは問題となり、特に高放射線場に

おいては、空気をＨｅ等のガスで置換する等の

対策が考えられている。

５．高エネルギー陽子加速器

冷却水の放射化

陽子加速器運転中電磁石等の冷却水中には、一

次あるいは二次粒子による水分子の酸素との核

破砕反応により、長半減期核種の Ｈ及び Ｂｅ
３ ７

や種々の短半減期核種が生成する。また冷却水

配管との核破砕反応や熱中性子捕獲反応により

、 、 、生成した長半減期核種の Ｂｅ Ｎａ Ｍｎ
７ ２２ ５４

Ｆｅ、 Ｃｏ、 Ｃｏ、 Ｃｏ、 Ｃｏ、
５９ ５６ ５７ ５８ ６０

Ｚｎ等の核種も極一部冷却水中へ溶出する。
６５

これらの長半減期核種の内 Ｈ以外の核種は、冷
３

却水回路中に設置されたイオン交換樹脂で除去

、 、されるため 環境中へ放出されることはないが

トリチウムは、ＨＴＯの化学形で存在するため

イオン交換樹脂で除去されず、公共下水道中へ

放流される。

加速器運転中トリチウム濃度は、運転ととも

に上昇する。上昇速度は、運転時間、ビーム強

度、運転モード等に依存するが、年間数Ｂｑ／

ｃｍ に達するため、適時測定を行い、手洗い
３

、水等の他のＲＩ排水で希釈されることを考慮し

６～１０Ｂｑ／ｃｍ を目処に長期の加速器停
３

止時に冷却水の交換を行っている。交換した冷

却水は、ＲＩ廃水処理施設に送られトリチウム

濃度が法及び高エネ研の管理目標値（３Ｂｑ／

ｃｍ ）以下であることを確認し、公共下水道に
３

放流される。冷却水量は、冷却水系統により異

なるが概ね１０～３０ｍ であり、一度の交換で
３

５０～７０％交換される。冷却水中のトリチウ

ム濃度と交換水量から評価すると、多めに評価

して最大年間約１ＧＢｑのトリチウム（平均濃

度：０．５Ｂｑ／ｃｍ ）が公共下水道へ放流さ
３

れる。

また高エネ研には、電磁石冷却水とは別に中

性子源及びニュートリノ標的冷却水が設置され

ている。これらの冷却水中では、生成核種は電

磁石冷却水と同じであるが、一次ビームにさら

されるため放射能濃度は遙かに高い。表２にイ

オン交換樹脂で処理する前のニュートリノター

ゲット冷却水中放射能濃度を示す。金属イオン

は電磁石冷却水同様イオン交換樹脂で除去でき

るが、トリチウムは除去できないため、冷却水

交換後の処理については、十分な希釈後放流す

る等電磁石冷却水とは別の取り扱いを行ってい

るが、水量が少ないため、トリチウムの総量と

しては、電磁石冷却水よりも少ない。

Ｊ－ＰＡＲＣの放射線安全設計においては、

空気中放射能濃度の評価と同様に、モンテカル

、ロシミュレーションコードによる評価と並行し

高エネ研陽子加速器施設での測定値を用いたス

ケーリングにより放射性同位元素濃度を評価し

ている。またその取り扱いは、電磁石等の冷却

水は基本的に高エネ研の場合と同じであるが、

標的関係の冷却水は、放射化の程度が高エネ研

の場合よりはるかに大きく、個別に対応が検討

されている。

６．高エネルギー陽子加速器

シールドコンクリートの放射化

高エネルギー陽子加速器実験施設である東カウ

ンターホールの平面図を、図３に示す。東カウ

ンターホールでは、陽子加速器運転開始以来約

３０年間素粒子原子核実験が行われており、ホ

ール内にある１２ＧｅＶ陽子が輸送されるＥＰ

２ビームラインシールドコンクリートは、運転

中高エネルギーの一次及び二次粒子や熱中性子

にさらされており、放射化している。

point A point図４に 図３に示す２カ所( 及び、

)のシールドコンクリート中の主な核種の放射C
能濃度（ＥＰ２ビームラインの運転停止日に半

減期補正した値）深度分布 を示す。Ａ点は、
６）



、ＥＰ２－Ｂラインの電磁石と電磁石の間であり

ビーム損失は主として線状損失であり、ビーム

ライン運転中の中性子線束は、ビームライン室

の中では平均的な場所である。一方Ｃ点は、Ｃ

ライン上に設置された二次粒子発生用固体（白

金）標的の真横の地点で、Ｃライン運転中約３

０％の陽子が固体標的で失われるため中性子線

束は、ＥＰ２ビームライン室の中ではかなり高

い場所である。Ａ点の試料は、運転停止後３ヶ

月、Ｃ点の試料は運転停止後１５ヶ月後の試料

である。各ラインとも陽子ビーム強度は、２．

５～５×１０ 陽子／秒で運転されていた。
１１

３ ７ ２
シールドコンクリート中には、 Ｈ、 Ｂｅ、

Ｎａ、 Ｓｃ、 Ｃｒ、 Ｍｎ、 Ｃｏ、 Ｃ
２ ４６ ５１ ５４ ５６ ５７

ｏ、 Ｆｅ、 Ｃｏ、 Ｚｎ、 Ｃｓ、 Ｅ
５９ ６０ ６５ １３４ １５２

ｕ及び Ｅｕの生成が認められた。図４に示し
１５４

。たのはこのうち放射能濃度が高い５核種である

Ｃ点では、放射能濃度は、約１０００Ｂｑ／ｇ

である。主として熱中性子捕獲反応で生成する

Ｃｏ及び Ｅｕの放射能濃度は、他の加速器
６０ １５２

施設でも見られるように、壁面から約２０ｃｍ

内側で最大となっている。普通コンクリート中

で最も放射能濃度が高いのは Ｈであるが、重コ
３

ンクリートでは鉄の含有量が多い（３５～５０

％）ため、 Ｍｎの放射能濃度の方が Ｈより高
５４ ３

くなっている。これらシールドコンクリート中

の放射能は、シールドが固定されている限りは

管理区域から環境中にでることはない。

７．高エネルギー陽子加速器実験施

設床下土壌及び地下水の放射化

東カウンタ－ホ－ルは、ホ－ル内のＥＰ２ビ－

、ムライン室のシ－ルドコンクリ－トのみならず

ＥＰ２ビ－ムライン室の床下土壌も、加速器運

転に伴い発生する中性子による核破砕反応や熱

、 。中性子捕獲反応により 僅かに放射化している

また床下に滞留する地下水も、酸素と高速中性

子との核破砕反応で地下水中に直接生成する Ｈ
３

や Ｂｅのみならず、土壌中に生成した放射性核
７

種の一部が地下水へ溶出することにより放射化

している。

東カウンターホール床下の地下水面及び帯水

層、井戸と地下水の関係等を模式的に示した断

面図を 図５に示す。東カウンタ－ホ－ル周辺は

舗装されており雨水の染み込みは少ない。地下

水面は、床下約１ｍの深さにある。床下約３ｍ

には第一帯水層が、約７ｍには第二帯水層が存

在している。東カウンターホールは周辺より約

２ｍ低い窪地に建設されており地下水位の上昇

による浸水を防ぐため、地下水汲み上げ用井戸

が設置されている。井戸は、床下８０～１４０

ｃｍの範囲の地下水が染み出す構造になってい

るため、カウンターホールの地下水位は、常に

８０ｃｍ以深である。

７．１ ビームライン室床下土壌中

の放射能濃度及び深度分布

土壌中の珪素、酸素以外の主な構成元素の化学

分析結果を表３に示す。ＥＰ２ビームライン室

床下土壌中に存在が確認された主な核種（検出
－３

限界は、核種によって異なるが概ね１×１０
３ －２

Ｂｑ／ｇ、ただし Ｈの検出限界は、５×１０

Ｂｑ／ｇ）は、濃度が高い順に Ｈ、 Ｎａ、
３ ２２

Ｍｎ、 Ｅｕ及び Ｃｏであり、Ｂ点、Ｄ点
５４ １５２ ６０

とも同じであった。なお運転停止後から測定ま

で約３ヶ月から９ヶ月経過しているため、短半

減期核種は減衰しているものと思われる。測定

された主な核種のうち前三核種は、主として高

速中性子による核破砕反応で、後二核種は熱中

性子捕獲反応で生成したものである。また浅い

土壌からは、 Ｂｅ、 Ｓｃ、 Ｃｓ、 Ｅｕ
７ ４６ １３４ １５４

も微量観測された。これら微量測定された核種

の内、特に Ｂｅに関しては、加速器の運転停止
７

後約３ヶ月以上経過してから測定しているため

低い値になっているが、運転停止直後では半減

期から考えて Ｎａより高濃度である。
２２



図６に、Ｂ点及びＤ点における床コンクリー

ト及び床下土壌中の、 Ｈ以外の主な核種の放射
３

能濃度の深度分布 を示す。放射能濃度は、す
７）

べて運転停止日に半減期補正した値である。最

も放射能濃度が高い、土壌最上部のγ線放出核

、 ． 、種の総放射能濃度は Ｂ点で約０ ４Ｂｑ／ｇ

Ｄ点で約０ １Ｂｑ／ｇと 自然放射能濃度 主． 、 （

． ． ） 、として Ｋ：０ ３～０ ４Ｂｑ／ｇ に比べ
４０

低いか精々同程度である。しかしながら次節で

述べる Ｈの放射能濃度を加えるとＢ点、Ｄ点と
３

も約１Ｂｑ／ｇであり、自然放射能に比べ３～

４倍高濃度になっている。

Ｂ点、Ｄ点ともコンクリートと土壌で放射能

濃度の深度分布が不連続であり、床下数十ｃｍ

から１５０ｃｍあたりの土壌中の放射能濃度が

。 。低くなっている 特にＤ点でこの傾向が著しい

しかしながら表３に示す様に、主なコンクリー

ト構成要素と土壌構成要素には、Ａｌでは約３

倍のばらつきがあるが、Ｎａ、Ｍｎ及びＦｅ成

分に大差はない。一方放射能濃度が低下してい

る深さが、汲み上げ井戸で汲み上げる地下水の

水位と一致（床下８０～１４０ｃｍ）している

ことから、床下１００ｃｍ前後の深さの土壌中

に生成した放射性核種の一部が、地下水中へ溶

出し横方向へ流出したためと思われる。Ｄ点の

方がＢ点より放射能濃度の低下の割合が大きい

のは、運転停止からの時間が長いため、溶出し

た放射性核種の量が多いことで説明できる。

放射能濃度の深度分布の傾向は、床下１ｍ前

後の深さ部分を除くと、Ｂ点は線状損失を仮定

したＭｏｙｅｒモデル（高エネルギー加速器施

設でよく使われる中性子線量評価モデル）で近

Moyer似できるが、Ｄ点は点状損失を仮定した

モデルでは近似できない。これは、Ｃラインの

固体標的での点状損失以外のラインからの線上

損失に起因する成分があること、及びＣライン

が、試料採取の１５ヶ月前から運転されておら

ず、放射性核種の溶出量が多く、溶出した放射

性核種が地下水とともに移動したためである。

７．２ ビームライン室床下土壌中

の Ｈ濃度及び深度分布３

Ｄ点における床コンクリート中の Ｈ濃度の深度
３

分布、土壌及び間隙水中別に測定した床下土壌

中の Ｈ濃度の深度分布を、図７に示す。地下水
３

面（深度約８０ｃｍ）より浅いところでは、土

壌中の Ｈ濃度は間隙水中の濃度とほぼ同程度で
３

あり、深度とともに減少しおり、図６に示した

Ｎａ、 Ｃｏ等の核種と同じ傾向を示してい
２２ ６０

る。一方地下水面以深では、間隙水中の Ｈ濃度
３

の方が土壌中の濃度より数倍高く、土壌中に生

成した Ｈが地下水へ溶出していることがわか
３

る。また乾燥土壌中の Ｈ濃度は、図６に示した
３

核種と同様の深度分布を示しているが、地下水

面以深では間隙水中の Ｈ濃度は、帯水層まで深
３

、 、度によらず一定の値になっており その濃度は

次節で示す地下水中の Ｈ濃度とほぼ一致してい
３

る。

７．３ 加速器施設周辺の

地下水中の放射能濃度

Ｂ点及びＤ点で土壌採取時にコア抜きした穴に

染み出してきた地下水、東カウンターホールに

隣接して設置された地下水汲み上げ用井戸（Ｗ

ｅｌｌ－１）及び東カウンターホールに隣接し

て設置された水位観測用井戸（Ｗｅｌｌ－２）

中の放射能濃度を表４に示す。地下水汲み上げ

用井戸は、床下８０～１４０ｃｍの深さの地下

水が染み出してくる構造になっている。コア抜

きした穴に染み出した地下水の水位は、Ｂ及び

Ｄ点とも床下約８０ｃｍであった。地下水中の

放射能濃度を地下水面近辺の土壌中の放射能濃

度と比較すると、 Ｎａで２～４％、 Ｍｎで
２２ ５４

約１％であり、土壌から地下水中へ溶出してい

ることがわかる。また Ｃｏ、 Ｅｕ等土壌か
６０ １５２

ら検出された他の核種は地下水中からは検出さ

れなかったが、検出効率を考慮してもそれらの



核種の放射能濃度は、土壌中の濃度の１％ある

いはそれ以下と見積もられ、 Ｈ以外の核種の中
３

では、 Ｎａの溶出割合が高いという溶出実験
２２

結果 と一致している。また Ｍｎではあまり
８） ５４

差はみられないが、 Ｎａでは運転停止からの
２２

時間が長いＣ点の溶出割合がＢ点に比べ高く、

床下８０～１４０ｃｍの土壌中の放射能濃度の

減少が大きいことと一致している。

地下水汲み上げ用井戸（Ｗｅｌｌ－１）に染

み出してきた地下水からも、わずかではあるが

Ｈ及び Ｎａが検出されている。ここで汲み上
３ ２２

げられた地下水は、本機構南西部にあるＰＦ調

整池を経て他の雨水とともに放流されるため、

近年毎月一回の割合で測定を行っている。測定

結果を図８に示す。放射能濃度はほぼ一定して

おりその値は、文部科学省が示す敷地境界にお

ける地下水中（高エネ研の管理基準では管理区

域境界）の放射能濃度の基準値（飲料水とした

ときの実効線量が１０μＳｖ／年以下、放射能

濃度では、 Ｈ：０．６Ｂｑ／ｃｍ 、 Ｎａ：
３ ３ ２２

０．００３Ｂｑ／ｃｍ 以下）を十分下回って
３

いる。なお９章で述べるが、これら若干の放射

能を含む地下水はＰＦ調整池で十分希釈される

ため、調整池の池水中の Ｈレベルは環境レベル
３

であり、 Ｎａ等の加速器で生成する放射能は
２２

検出されていない。

また水位観測用井戸（Ｗｅｌｌ－１）で採水

した第一帯水層の地下水からも環境レベルの約

１０倍の濃度の Ｈが検出されていが、他の加速
３

。 、器起源の放射性核種は検出されていない Ｈも
３

地下水が一般区域へ流出するに従い拡散希釈さ

れ、９章で述べるように、本機構の一般区域及

、 。び周辺河川水等のレベルは 環境レベルである

８ ニュートリノ崩壊領域周辺

土壌及び地下水中の放射能濃度

８．１ 土壌及び地下水中の

放射能濃度の基準

今まで述べてきた東カウンターホールは、高エ

ネ研１２ＧｅＶ陽子加速器施設に最初に建設さ

れたの実験室であり、建設当時は床下土壌及び

地下水の放射化は考慮されていなかった。ニュ

ートリノ振動実験のために１９９９年より昨年
２０

秋まで運転されていた（総陽子数：１×１０

個）１２ＧｅＶ陽子加速器ニュートリノビーム

ラインの崩壊領域は、地下に建設されているた

め、コンクリート壁外側の土壌が僅かに放射化

し、土壌中に生成した放射性核種の一部が、地

下水へ溶出することが考えられ、１９９８年の

放射線申請時に文部科学省よりその評価が求め

られた。しかしながら当時世界的にそのような

評価法がないため、放射線科学センターでは、

ＥＰ２ビームラインで行った土壌放射化実験、

放射性核種の溶出率測定実験等の結果と、モン

テカルロ計算コードＭＡＲＳ を用いた中性子
９）

フラックスの計算を基に土壌中に生成する放射

性核種の放射能濃度及び生成した放射性核種の

地下水への溶出による地下水中の放射能濃度を

評価した。評価結果は、５年間運転後（総陽子

数：２×１０ 個）の土壌の放射化は、最大で
２０

１．７Ｂｑ／ｇ、地下水に関しては、管理区域

境界で実効線量が最大で６．７μＳｖ／年

（ Ｎａの寄与が８０％）となり、文部科学省
２２

が示した安全基準（土壌：放射能濃度７４Ｂｑ

／ｇ以下、地下水：飲料水とした場合の実効線

量が１０μＳｖ／年以下）を満足したため、運

転が許可された 。上記の評価結果を検証する
１０）

とともに周辺環境を担保するため、放射線科学

センターでは、崩壊領域に土壌中放射能濃度監

視用井戸５本（約４０ｍ間隔）及び地下水中放

射能濃度監視用井戸１５本を設置し、運転開始

以降、土壌及び地下水中の放射能を測定してき



た。このような評価及びその検証は世界初の試

みである。

８．２ 評価結果と測定値の比較

土壌中からは、運転時間の増加と共に検出され

る核種も増え、１０核種が検出されたが、これ

らの核種は全て生成が予想された核種である。

図９に各土壌中放射能監視用井戸における中性

子フルエンスを示す が、計算値及び測定値の
１１）

形は非常に良く一致しておりかつＭＡＲＳの計

算値が約１．５倍測定値を上回っていることか

ら、本評価法による中性子フルエンスが、安全

側にかつ適切に評価できていることがわかる。

図１０及び１１に Ｎａと総放射能の運転開始
２２

以降の濃度変化を評価値とともに示す。総放射

能は半減期が１月未満の核種も含むため、放射

能濃度は測定前の運転状態に依存する。 Ｎａ
２２

放射能は、当然のことながら運転時間の増加と

ともに増加してきているが、増加速度は、評価

値の６～７割である。図中央での放射能の減少

は、２００１年度のスーパーカミオカンデ故障

に伴う１年半の運転停止期間中の放射能の減衰

によるものである。このように本評価法は、土

壌中に生成する放射性核種の濃度評価において

十分安全側にたった適切な評価方法であるとい

える。なお土壌中放射能濃度の測定誤差は、核

種及び試料による違いはあるが、概ね５～３０

％である。図１２に運転終了時に測定した主な

核種及び総放射能を示す。図中に点線で示した

予想値は、放射能濃度が最大となると予想され

た井戸５における予想放射能濃度である。各井

戸での生成放射能濃度を比べると井戸５が最大

となっているが、井戸５をはじめ全ての井戸で

この予想値を下回っている。

地下水からは、現在まで加速器起源の放射性

同位核種は検出されておらず、 Ｈ濃度も環境水
３

のレベルである。本評価法は、地下水について

の十分安全側にたった評価法といえるが、やや

安全側にたちすぎており、流速、地下水中での

放射性核種の拡散、土壌から地下水への溶出等

についての評価の精度を上げることが課題であ

る。

Ｊ－ＰＡＲＣにおいても当然土壌及び地下水

の放射化の評価は必要であり、基本的に高エネ

研で用いた評価法を用いている。Ｊ－ＰＡＲＣ

におけるビーム強度は、高エネ研の陽子加速器

に比べ１００倍以上である。従ってその分遮へ

い体も厚く作られ、土壌及び地下水の放射化は

高エネ研と同程度に押さえられるよう設計され

ている。

９ 高エネ研環境水中の

放射性核種濃度

今まで述べたように高エネルギー加速器研究機

構では、加速器運転に伴い、ビームライン内空

気中や電磁石等の冷却水中に、トリチウムをは

じめ様々な核種が生成する。トリチウム以外の

核種は、イオン交換樹脂やフィルターで除去さ

れるが、トリチウムは、最終的には障害防止法

に比べ十分安全側にたった本機構の管理基準 法（

の規制値の１／２０）以下の濃度であることを

確認し、トンネル内空気は大気中に放出され、

また冷却水は公共下水道に放流される。また極

低レベルではあるが、陽子加速器周辺の土壌中

にもトリチウムが生成している。

これらの状況を考慮し高エネルギー加速器研

究機構放射線科学センターでは、周辺地域を含

めた環境保全の観点から、加速器施設から放出

されたトリチウム等が、周辺環境においてどの

様なレベルにあるかを把握するため、またその

レベルが自然界のトリチウム濃度と有意な差が

ないことを確認するため、本機構敷地内の一般

区域に環境水観測用井戸を設置し、１９８３年

以後定期的に本機構敷地内地下水及び周辺河川

水等のトリチウム濃度を、低バックグロウンド

液体シンチレーション検出器を用いて測定して



いる。また１９９０年以降は、本機構敷地内地

下水及び周辺河川水等に含まれるγ線放出核種

についても同様に定期的に採水し、その放射能

濃度を測定している。

さらに１９９６年から９８年にかけ、機構内

の地下水の流速、流れ方向を調査するため、４

７本の水位観測用井戸を放射線管理区域を含む

機構敷地内に設置した。１９９８年以降は、こ

れらの井戸も利用し地下水中の放射能濃度を測

定している。

９．１ 管理区域内地下水中の

トリチウム濃度

管理区域内に設置した水位観測用井戸で採水し

た地下水中のトリチウム濃度を図１３に示す。

測定は年１回行っている。北カウンターホール

南側の井戸（井戸１７）を除き、いずれも環境

水に比べ数倍から約一桁高い濃度のトリチウム

が検出された。これは、ビームライン床下土壌

や床下に滞留する地下水中に生成したトリチウ

ムが、希釈されながら管理区域境界へ拡散して

いることを示唆している。現在のところ８章で

も述べた管理区域内地下水の基準値０．６Ｂｑ

／ｃｍ に比べると約二桁低い濃度であるが、今
３

後とも濃度を監視していくことが、高エネルギ

ー陽子加速器周辺では重要である。特にＪ－Ｐ

ＡＲＣの様な大強度高エネルギー陽子加速器で

は、地下水中のトリチウム濃度を監視すること

が、加速器周辺の環境放射能問題の観点から考

えて、最も重要な問題の一つとなる。

９．２ 機構内地下水及び周辺環境

水中のトリチウム測定結果

１９９５年以降の本機構周辺環境水中のトリチ

ウム濃度の経年変化を、図１４に示す。本機構

の測定システムにおける検出限界は、 ３．７×

１０ Ｂｑ／ｃｍ であり、測定値が検出限界
－４ ３

を下回った場合は、全てトリチウム濃度を３．

７×１０ Ｂｑ／ｃｍ として評価している。
－４ ３

本機構内一般区域の地下水及び周辺環境水中
－３

のトリチウム濃度は、概ね０．４～１×１０

Ｂｑ／ｃｍ であり、すべての試料水中のトリ
３

チウム濃度は、日本の環境水の標準的なトリチ

ウム濃度である。また近年はほぼ一定の値にな

っているが、１９８３年の測定開始以降のトリ

、チウム濃度の見かけ上の半減期は約７年であり

この点からも本機構内及び周辺環境水中のトリ

チウム濃度は、日本の環境水の標準的なパター

ン を示している。これらの結果から、本
１２－１３）

機構周辺環境水中トリチウム濃度に対する本機

構の高エネルギー陽子加速器運転に伴う影響は

認められないといえる。また本機構内一般区域

内地下水及び周辺環境水中から天然放射性同位

元素（Ｕ系列、Ｔｈ系列及び Ｋ）以外の放射
４０

性同位元素が検出されたことはなく、本機構の

高エネルギー陽子加速器周辺で生成した放射能

。による本機構周辺環境への影響は認められない

１０ まとめ

高エネルギー加速器研究機構では、高エネルギ

ー陽子加速器の運転に伴い、電磁石、ビームダ

ンプ、シールドコンクリート等の加速器構築物

が放射化するだけでなく、ビームライントンネ

ル内空気中、電磁石等の冷却水中、床下土壌中

及び床下に滞留する地下水中に、主として中性

子による核破砕反応によりトリチウムをはじめ

とする様々な放射性核種が生成する。生成した

トリチウムは、法及び本機構の管理基準以下の

濃度ではあるが、環境大気、公共下水道中に放

出される。また床下土壌及び地下水中に生成し

たトリチウムは、拡散、希釈されながら地下水

とともにＨＴＯとして管理区域境界へ向かい移

動する

現在のところ、本機構一般区域及び周辺環境

中の地下水等の測定結果からは、環境大気及び



公共下水道へ放出されたトリチウムの環境へ与

える影響は、無視できるレベルといえる。また

加速器ビームライン室床下土壌及び地下水中に

生成したトリチウムをはじめとする放射性核種

も、地下水とともに移動はしているもののまだ

管理区域内に留まっている。しかしＪ－ＰＡＲ

Ｃにおける大強度陽子加速器のビーム強度は、

現在の高エネ研の陽子加速器に比べ遙かに大き

い。加速器が大型化するに伴い、地下水の放射

化も含め加速器周辺環境中のトリチウム濃度を

監視することは、今後一層重要となる。
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図１　ＥＰ１ﾋﾞｰﾑﾗｲﾝ室内電磁石の表面線量率と中性子フルエンス

図２　ＥＰ１ビームライン室電磁石の表面線量率減衰
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表１　ＥＰ１及びＥＰ２ビームライン室内空気中の化学形別トリチウム濃度

高エネ研大気中

１１３

７．８２

４．３×１０－２

ビームライン室

ＥＰ１

ＥＰ２

ビームライン室
４９



図３　東カウンターホール放射化コンクリート試料採取場所

図４　主な核種のシールドコンクリート中放射能濃度深度分布
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図５ 東カウンターホール断面図

表３ コンクリート及び土壌中の化学組成（Ｗ％）

Sample Na Al Mn Fe
( )depth

Ｐｏｉｎｔ－Ｂ

B-Concrete 1.64 6.28 0.05 2.32
Soil 75cm 0.85 10.9 0.03 2.74( )

Soil 96cm 1.26 19.8 0.06 2.40( )

Soil 110cm 0.62 16.1 0.03 2.56( )

Soil 158cm 1.03 18.2 0.04 2.36( )

Soil 202cm 1.50 13.9 0.06 2.72( )

Soil 251cm 1.46 17.3 0.06 2.54( )

DＰｏｉｎｔ－

D-Concrete 1.56 6.52 0.06 2.43
Soil 174cm 1.07 8.67 0.04 2.91( )

Soil 196cm 0.96 7.86 0.11 6.39( )

Soil 216cm 0.94 17.1 0.03 2.21( )

Soil 240cm 0.94 7.49 0.04 2.13( )

Soil 260cm 1.12 18.0 0.05 3.59( )

Ｅａｓｔ Ｃｏｕｎｔｅｒ Ｈａｌｌ

ＥＰ２

Ｃｏｎｃｒｅｔｅ
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Ｇｒｏｕｎｄｗａｔｅｒ

０ｍ

１ｍ
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Ｒｏｏｍ

Ｗｅｌｌ－２ Ｗｅｌｌ－１

ＰＳ

Ａｑｕｉｆｅｒ



図６　主な核種の床コンクリート及び床下土壌中の放射能濃度深度分布

図７　床下土壌及び間隙水中のトリチウム濃度分布
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表４ 東カウンターホール周辺地下水中の放射能濃度

Sample H Na Mn3 22 54

-1 -4 -4Point-B 1.1 10 7.8 10 1.3 10× × ×

-1 -3 -4Point-D 4.3 10 3.5 10 2.4 10× × ×

× × 検出限界Well-1 1.5 10 1.5 10-2 -4

× 検出限界 検出限界Well-2 9.6 10-3

※検出限界( × × )
22 -4 3 54 -5 3Na: 1 10 Bq/cm , Mn: 5 10 Bq/cm

図８ 東カウンターホール周辺地下水中の放射能変化
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図９　土壌観測用井戸における中性子フルエンス

 図１１　土壌中の総放射能濃度図１０　土壌中の２２Ｎａ放射能濃度
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●：崩壊領域表面から３．５ｃｍ
■：崩壊領域表面から８ｃｍ
-----：放射能濃度が最大となる井戸番号⑤における予想値

図１２　ニュートリノ崩壊領域周辺土壌中放射能濃度
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図１３　管理区域内地下水中のトリチウム放射能濃度

図１４　機構外環境水中のトリチウム放射能濃度
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